
費目別の対前年消費者物価上昇率（平成26年）

　

解　　説

【概要】
熊本市の平成26年平均消費者物価指

数は、平成22年を100とした場合、総合
指数（持家の帰属家賃を除く）で102.5
となり、前年から3.4％増加した。
費目別では、住居(▲0.3％）では下落
したものの、光熱・水道（5.8％）、教
養娯楽（4.3％）などが上昇した。

全国では、平均消費者物価指数の総
合指数（持家の帰属家賃を除く）は
103.6となり、前年から3.3％増加し
た。
費目別では、光熱・水道（6.2％）、教
養娯楽（3.6％）などが上昇した。

○消費者物価指数
世帯の消費構造を一定のものに固定

し、これに要する費用が物価の変動に
よってどう変化するかを指数で表すこ
とにより、消費者が購入する各種の財
及びサービスの価格の平均的な変動を
時系列で測定したもの。

　
○指数算式

基準時加重相対法算式（ラスパイレ
ス型）である。
　
○指数の基準時とウエイトの参照年次
　平成22年の1年間である。

○指数品目
世帯が購入する財及びサービス全体

の物価変動を代表できるように、家計
支出の中で重要度が高いこと、価格変
動の面で代表性があること、さらに、
継続調査が可能であること等の観点か
ら選定した587品目に、持家の帰属家賃
1品目を加えた588品目である。

○消費者物価地域差指数
各地域間の物価水準の差を測るため

の指数であり、全国平均の物価水準を
基準（=100）とした年平均の指数。

○持家の帰属家賃
持家を借家とみなした場合に支払わ

れるであろう家賃。
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